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               － １ －  （一般会計） 

議案第 １４ 号 

 

 

   令 和 ８ 年 度 市 川 町 一 般 会 計 予 算 

 

    令和８年度市川町一般会計予算は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 8,227,346 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第1表 歳入歳出予算」に

よる。 

 （地 方 債） 

第２条 地方自治法第230条第1項の規定により起こすことのできる地方債の起債の目的、

限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第2表 地方債」による。 

 （一時借入金） 

第３条 地方自治法第235条の3第2項の規定による一時借入金の最高限度額は、1,500,000千

円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第４条 地方自治法第220条第2項ただし書の規定による歳出予算の各項の経費の金額を

流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 (1) 各項に計上した報酬、給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じ

た場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

 

 

     令和 8 年 3 月 3 日 

 

                提 出 者   市川町長 津 田 義 和 











 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 白  紙  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         － ６ － （ 一般会計 ） 



　

第 ２ 表

千円

公 共 施 設 等 修 繕 事 業 33,100 5.0％以内

防 災 対 策 事 業 3,600

過疎地域持続的発展特別
事業 36,000

保健福祉センター改修事
業 21,000

浄 化 槽 設 置 補 助 事 業 7,600

次期ごみ処理施設整備事
業 617,900

農 地 等 保 全 管 理 事 業 13,600

道 路 整 備 事 業 264,200

緊 急 浚 渫 推 進 事 業 5,000

中播消防署本署整備事業 307,900

小 学 校 改 修 事 業 4,300

中 学 校 改 修 事 業 76,900

計 1,391,100 　

証書借入又
は証券発行

据置期間５年
以内含めて償
還期限３０年
以内とし、財
務省又は総務
省等借入先の
定める融資条
件による。た
だし、町財政
の都合により
据置期間及び
償還期限を短
縮し、又は、
繰上償還若し
くは低利（兵
庫県市町村振
興協会による
利差補給にか
かる銀行等縁
故資金につい
ては、借換え
時における兵
庫県市町村振
興協会が決定
する利率）に
借換えること
ができる。

(ただし、
利率見直
し方式で
借り入れ
る政府資
金等につ
いて、利
率の見直
しを行っ
た後にお
いては、
当該見直
し後の利
率）

地　　　方　　　債

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利　　率 償還の方法

　      　- 7 -    　　（一般会計）















































































































































































































































































































































　

4.60月

10%

4.60月

10%

計 216 45,629 22,180 23,673 286 91,768 20,162 111,930

4.55月

10%

4.55月

10%

計 342 48,950 22,180 22,234 260 93,624 20,497 114,121

長　等 0 0 1,284 26 1,310 361 1,671

議　員 0 0 155 155 △ 696 △ 541

計 △ 126 △ 3,321 0 1,439 26 △ 1,856 △ 335 △ 2,191

△ 3,321 △ 3,321

14,990 14,990

比
　
較 その他の

特別職
△ 126 △ 3,321

48,125 9,090 57,215

その他の
特別職

327 14,990

議　員 12 33,960 14,165

8,069 260 30,509 11,407 41,916

11,669 11,669

前
年
度

長　等 3 22,180

48,280 8,394 56,674

その他の
特別職

201 11,669

286 31,819 11,768 43,587

議　員 12 33,960 14,320
本
年
度

長　等 3 22,180 9,353

給　料

期　末　手　当

通勤手当 合　計支給率
加算割合

金　額

給　与　費　明　細　書

1　特 別 職

（単位　千円）

区　　　分
職員数
（人）

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

共済費 合　計 備　考
報　酬

　　　　－ 174 － （一般会計）



        －175－  （一般会計） 

 

 

２ 一 般 職 

 ⑴ 総 括 
（単位 千円） 

区 分 職員数（人） 
給 与 費 

報 酬 給 料 職員手当 計 

本 年 度 
294 

（ 187 ） 
 

224,103 479,693 389,034 1,092,890 

前 年 度 
281 

（ 178 ） 
 

234,207 436,297 349,107 1,019,611 

比  較 
13 

（ 9 ） 
△10,104 43,396 39,927 73,279 

区  分 共 済 費 合 計 備 考 

本 年 度 262,206 1,355,036  

前 年 度 249,180 1,268,791  

比  較 13,026 86,245  

 備考 （ ）内は、再任用短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員を示す。 

会計年度任用職員の職員数は、延べ人数を計上する。 

（単位 千円） 

職

員

手

当

の

内

訳 

区  分 期末手当 勤勉手当 扶養手当 管理職手当 
通勤手当 

（費用弁償） 
住居手当 

本 年 度 147,036 122,187 9,804 13,140 25,317 4,829 

前 年 度 135,778 112,876 9,273 13,680 24,333 2,953 

比  較 11,258 9,311 531 △540 984 1,876 

区  分 特殊勤務手当 児童手当 時間外手当 地域手当 指導主事手当  

本 年 度 144 7,640 30,019 28,568 350  

前 年 度 144 7,570 29,512 12,988 0  

比  較 0 70 507 15,580 350  

 

  ア 常勤職員・常勤の再任用職員・再任用短時間勤務職員 
（単位 千円） 

区 分 職員数（人） 
給 与 費 

共 済 費 
給 料 職員手当 計 

本 年 度 
109 

（   2 ） 
 

435,859 279,426 715,285 207,889 

前 年 度 
105 

（   2 ） 
 

395,778 243,800 639,578 192,524 

比  較 
 4 

（  0 ） 
40,081 35,626 75,707 15,365 

区  分  合 計 備 考  

本 年 度  923,174  

前 年 度  832,102  

比  較  91,072  

 備考 （ ）内は、再任用短時間勤務職員のみを示す。 



        －176－  （一般会計） 

 

 

 

 
（単位 千円） 

職

員

手

当

の

内

訳 

区  分 期末手当 勤勉手当 扶養手当 管理職手当 通勤手当 住居手当 

本 年 度  100,229 82,792 9,804 13,140 12,847 4,829 

前 年 度  88,907 72,936 9,273 13,680 11,882 2,953 

比  較  11,322 9,856 531 △540 965 1,876 

区  分  特殊勤務手当 児童手当 時間外勤務手当 地域手当 指導主事手当  

本 年 度  144 7,640 29,293 18,358 350  

前 年 度  144 7,570 28,758 7,697 0  

比  較  0 70 535 10,661 350  

 

  イ フルタイム会計年度任用職員・パートタイム会計年度任用職員 

（単位 千円） 

区 分 職員数（人） 
給 与 費 

報 酬 給 料 職員手当 計 

本 年 度 
185 

（ 185 ） 
 

224,103 43,834 109,608 377,545 

前 年 度 
176 

（ 176 ） 
 

234,207 40,519 105,307 380,033 

比  較 
9 

（ 9 ） 
△10,104 3,315 4,301 △2,488 

区  分 共 済 費 合 計 備 考 

本 年 度 54,317 431,862  

前 年 度 56,656 436,689  

比  較 △2,339 △4,827  

 備考 （ ）内はパートタイム会計年度任用職員を示す。 

 

（単位 千円） 

職
員
手
当
の
内
訳 

区  分 期末手当 勤勉手当 
通勤手当 

（ 費用弁償 ） 
時間外勤務手当 地域手当 

本 年 度  46,807 39,395 12,470 726 10,210 

前 年 度 46,871 39,940 12,451 754 5,291 

比  較 △64 △545 19 △28 4,919 

 

 

  



        －177－  （一般会計） 

 

 

 

 ⑵ 給料及び職員手当の増減額の明細 

（単位 千円） 

区 分 増減額 
増減額の増減 

事由別内訳 
説    明 備 考 

報 
 

酬 

△10,104 

昇給に伴う 

増加分 
7,121 

⑴
の
イ 

 
再度の任用による 

職務経験分加算 

その他の 

増減分 
△17,225 

⑴
の
イ 

異動等に伴う減  

△16,889 

△336 

職員の異動状況 

本年度 162人 

昨年度 153人 

増減    9人 

 報    酬 

時間外勤務報酬 

給 
 

料 

43,396 

昇給に伴う 

増加分 

18,659 

⑴
の

ア 

 平均昇給率 5.00% 

1,673 

⑴
の
イ 

 
再度の任用による 

職務経験分加算 

その他の 

増減分 

21,422 

⑴
の

ア 

採用、復職に伴う増 

退職、育児休業に伴う減 

定年延長に伴う減 

異動等に伴う増 

28,093 

△9,760 

△1,157 

4,246 

職員の異動状況 

本年度 109人 

昨年度 105人 

増減    4人 

1,642 

⑴
の

イ 

異動等に伴う増 1,642 

職員の異動状況 

本年度  23人 

昨年度  23人 

増減    0人 

職

員

手

当 

39,927 
その他の 

増減分 

35,626 

⑴
の

ア 

期 末 手 当 

勤 勉 手 当 

扶 養 手 当 

管 理 職 手 当 

通 勤 手 当 

住 居 手 当 

児 童 手 当 

時間外勤務手当 

地 域 手 当 

指導主事手当 

11,322 

9,856 

531 

△540 

965 

1,876 

70 

535 

10,661 

350 

 

4,301 

⑴
の

イ 

期 末 手 当 

勤 勉 手 当 

通勤手当(費用弁償) 

時間外勤務手当 

地 域 手 当 

△64 

△545 

19 

△28 

4,919 

 

 
  



        －178－  （一般会計） 

 

 

 

 ⑶ 給料及び職員手当の状況 
 

  ア 職員 1人当たり給与 

（単位 円） 

区      分 一般行政職 技能労務職 

令和 8年 4月 1日現在 

平均給料月額 341,200 323,300 

平均給与月額 393,700 351,600 

平 均 年 齢 42.7歳 57.2歳 

令和 7年 4月 1日現在 

平均給料月額 326,200 323,200 

平均給与月額 371,300 348,900 

平 均 年 齢 42.9歳 56.2歳 

 

  イ 初任給 

（単位 円） 

区  分 一般行政職 技能労務職 
国 の 制 度 

一般行政職 技能労務職 

高 校 卒 206,700 205,000 200,300 198,200 

大 学 卒 232,000  232,000  

 

  ウ 級別職員数 

 

区 分 
一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％） 

令和 8年 

4月 1日現在 

6 級 12 12.1 2 級 10 100.0 

5 級 7 7.1 1 級   

4 級 33 33.3    

3 級 26 26.3    

2 級 10 10.1    

1 級 11 11.1    

計 99 100.0 計 10 100.0 

令和 7年 

4月 1日現在 

6 級 12 12.6 2 級 10 100.0 

5 級 8 8.4 1 級   

4 級 31 32.7    

3 級 25 26.3    

2 級 7 7.4    

1 級 12 12.6    

計 95 100.0 計 10 100.0 

  



        －179－  （一般会計） 

 

 

 

  （級別の基準となる職務） 

 

区 分 6 級 5 級 4 級 3 級 2 級 1 級 

一般行政職 課 長 副課長 課長補佐・係長  主 査 主 事 主 事 

 

  エ 昇 給 

 

区    分 合 計 
代 表 的 な 職 種 

一般行政職 技能労務職 

本年度 

職 員 数（A）（人） 109 99 10 

昇給に係る職員数（B）（人） 90 87 3 

号給数別職員数 

1号級    

2号級    

3号級 4 4  

4号級 81 79 2 

 
比 率（B）／（A）（％） 82.6 87.9 30.0 

前年度 

職 員 数（A）（人） 105 95 10 

昇給に係る職員数（B）（人） 85 81 4 

号給数別職員数 

1号級    

2号級    

3号級 5 5  

4号級 79 75 4 

 
比 率（B）／（A）（％） 81.0 85.3 40.0 

 

  オ 期末手当・勤勉手当  ※（ ）内は再任用短時間勤務職員にかかる支給率 

 

区 分 
支給期間別支給率 

支給率計 

職制上の段階・

職務の級等に 

よる加算措置 

備 考 
6月 12月 

本年度 
2.325月分 

（1.225） 

2.325月分 

（1.225） 

4.65月分 

（2.45） 
有 

 

 

前年度 
2.3月分 

（1.2） 

2.3月分 

（1.2） 

4.6月分 

（2.4） 
有 

 

 

国の制度 
2.325月分 

（1.225） 

2.325月分 

（1.225） 

4.65月分 

（2.45） 
有 

 

 

  



        －180－  （一般会計） 

 

 

 

  カ 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 

 

区 分 20年勤続の者（月分） 25年勤続の者（月分） 35年勤続の者（月分） 

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 

国の制度 

（支給率等） 
24.586875 33.27075 47.709 

区 分 最高限度（月分） その他の加算措置等 備   考 

支給率等 47.709 
定年前退職加算制度有 

3～45％ 

 

国の制度 

（支給率等） 
47.709 

早期退職募集加算制度有 

3～45％ 

 

 

  キ 特殊勤務手当 

 

区  分 全 職 種 
代 表 的 な 職 種 

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 

給料総額に対する比率（%） 0.02  0.03  
 

支給対象職員の比率（%） 

（令和 8年 4月 1日現在） 
8.3  9.1 

 

代表的な特殊勤務手当の名称 税 務 手 当 税 務 手 当 
 

 

  ク その他の手当 

 

区  分 国の制度との異同 差 異 の 内 容 

扶 養 手 当 同  

住 居 手 当 同  

通 勤 手 当 異 2km以上通勤距離に応じて支給している。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 白  紙  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         －181－ （ 一般会計 ） 



 １． 普　　　通　　　債 7,011,113 8,051,019

　　　　⑴　　総　　　 　務 2,443,224 2,272,070

　　　　⑵　　民　　　　 生 868,843 802,467

　　　　⑶　　衛　　　　 生 259,543 466,535

　　　　⑷　　農 林 水 産 345,539 393,173

　　　　⑸　　商　　　　 工

　　　　⑹　　土　　　　 木 1,200,762 1,601,798

　　　　⑺　　消　　　　 防 53,816 443,112

　　　　⑻　　教　　　　 育 1,839,386 2,071,864

 ２． 災　害　復　旧　費 99,952 74,835

　　　　⑴  補 助 事 業 41,558 31,170

　　　　⑵  単 独 事 業 58,394 43,665

計 7,111,065 8,125,854

　　　地方債の前々年度末及び前年度末における現在高ならびに

　　　当該年度における現在高の見込みに関する調書（普通会計分）

区　　　　　　分 前々年度末現在高 前年度末見込額

　　　－ 182－　（一般会計）



1,391,100 658,317 8,783,802

72,700 271,401 2,073,369

21,000 67,298 756,169

625,500 20,997 1,071,038

13,600 34,329 372,444

269,200 102,040 1,768,958

307,900 12,208 738,804

81,200 150,044 2,003,020

24,943 49,892

10,389 20,781

14,554 29,111

1,391,100 683,260 8,833,694

（単位　千円）

当該年度中起債見込額 当該年度中元金償還見込額

当 該 年 度 中 増 減 見 込 額
当該年度末現在見込額

　　　　－183－　（一般会計）



千円 千円

 自 令和　5年

 至 令和　7年

合　　　　　　　　　計 29,000 22,154

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額又は

支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額に関する調書（普通会計分）

　　事　　　　　　　　　　項 限  度  額

前年度末までの支出（見込）額

29,000 22,154

期　 間 金　 額

市川中学校改修工事設計監理業務委託

　　　　－ 184 － （一般会計）



千円 千円 千円 千円 千円

 自 令和　8年

 至 令和　8年

6,500 1,572 4,900 28

6,500 281,572 4,900

当該年度以降の支出予定額

期　 間 金　 額

左　　の　　財　　源　　内　　訳

特　　　定　　　財　　　源

国庫支出金 地 方 債 そ の 他
一 般 財 源

　　　　　　　　　　　　　　　　－ 185 －　（一般会計）


